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遺産動機，政策と経済成長

仲　間　瑞　樹

1．はじめに

　親世代から子世代への私的世代間移転の1つである遺産は，遺産を形成す

る親世代が何らかの遺産動機にしたがって遺産を子世代に与えるものと説明

されている。親世代が子世代に対して遺産を形成することは極めて私的な経

済行動であるものの，その遺産がもたらす経済的な影響は様々である。例え

ば遺産の受け取り手は，遺産を消費，貯蓄に充当できる。特に貯蓄が増加す

るならば，将来の消費，次世代への遺産を増やす要因になるばかりではなく，

貯蓄の増加を通じて資本蓄積をも高めることになる。そして資本蓄積の量を

介して，遺産は厚生や経済成長率に影響を与えるものと考えられる。また政

府の存在を考慮するならば，遺産の発生による資産格差の是正，垂直的公平

の観点から，政府は遺産への課税を行うことができ，遺産からの税収（相続

税収あるいは遺産税収）を様々な政策財源として利用できる。

　公共経済学の分野では，定性的あるいは定量的な観点から，相続税（ある

いは遺産税）の経済効果が遺産動機によって異なることを分析する試みが多

数なされている。国枝（2002）では，2000年初頭までの遺産動機や贈与動機

のサーベイ，相続税や贈与税の経済分析に関するサーベイを行っている。そ

こで紹介されている遺産動機は，Barro（1974）が提唱した利他的遺産動機

Bernheim，Shleifer　and　Summers（1985）が提唱した戦略的遺産動機，　Yaari

（1964）が提唱した消費遺産動機，Abel（1985）が提唱した意図せざる遺産

動機といった主要な遺産動機の他，長子相続，シグナルとしての遺産，資産

保有額全体から親世代が満足を得るモデルなどが紹介されている。

　しかし国枝（2002）のサーベイ以降，新たな遺産動機がさらに提唱されて

いる。例えば利他的遺産動機から派生した遺産動機といった評価も可能であ
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るが，金谷（2004）が紹介している家父長型遺産動機Lambrec比Michel

and　Vidal（2005）らが用いたFamily　Altruism　l＞である。前者は親世代が自

身と共存する子世代の消費から満足を得るため，子世代以降の厚生を考慮す

る利他的遺産動機による効用関数と異なる。後者は親世代が自身と共存する

子世代の可処分所得から満足を得るため，Barro流の利他的遺産動機そして

家父長型遺産動機とも異なる遺産動機である。このように様々な遺産動機が

提唱されている点を踏まえるならば，1つの遺産動機だけではなく複数の遺

産動機を同時に扱い，共通する政府の政策の効果を複数の遺産動機間で分析

し，政策効果を比較する必要性が生じる。複数の遺産動機を同時に扱い，政

府の政策効果を分析した文献はIhori（1994a），　Ihori（1994b）である。これ

ら2つの文献では利他的遺産動機，消費遺産動機，戦略的遺産動機の3つが

同時に扱われ，政府の政策として相続税財源による賦課方式の公的年金政策，

相続税財源による積立方式の公的年金政策が経済成長率にもたらす経済効果

が分析される。ただしIhori（1994a），　Ihori（1994b）での分析は，複数の遺

産動機に対して相続税のみを財源とする政策だけを扱っている。また複数の

遺産動機を扱っているとはいえ，古典的な遺産動機をとりあげるにとどまっ

ている。

　そこで本論文では仲間（2011）での分析にならい，複数の遺産動機と複数

の税財源による複数の政策をモデル化する。具体的には利他的遺産動機家

父長型遺産動機，Family　Altruism，消費遺産動機の4つの遺産動機を設定

する。そして消費税財源の政府支出政策労働所得税財源による積立方式の

公的年金政策，相続税財源による賦課方式の公的年金政策の3つの政策が経

済成長率に与える効果を定性的に分析する。ただし仲間（2011）でも言及し

ているように，政府の政策をモデルに導入する場合，個人が政府の予算制約

式を織り込みながら効用最大化を行うか否かが重要となる。特に，政府の予

1）Family　AltruismはLambrec比Michel　and　E！rhibault（2006）において与えられた名前

　であるが，Lambrecht，　Michel　and　Vidal（2005）でもLambrec比Michel　and　Thibault

　（2006）と同様のモデルが採用されている。またKunze（2010）でもFamily　Altruismが

　用いられているように，遺産動機の一つとしての一角を占めつつある。
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算制約式が個人の予算制約式に直接影響を与えるものと個人が認識して行動

するか否かによって，効用最大化条件から得られる最適条件が異なる。個人

が効用最大化時に政府の予算制約式を織り込む合理的な個人を前提とした

ケースについては，仲間（2011）で扱われている。本論文では仲間（2011）

とはまったく正反対の個人，効用最大化時に政府の予算制約式を個人が織り

込むことなく行動する近視眼的な個人を前提とした分析を行う。

　本論文の構成は次のとおりである。第2節では本論文のモデルが説明され

る。第3節では利他的遺産動機，家父長型遺産動機，Family　Altruism，消

費遺産動機の4つの遺産動機のそれぞれの遺産動機の下で，消費税重課の政

府支出政策，労働所得税重課による積立方式の公的年金政策，相続税重課に

よる賦課方式の公的年金政策の3つの政策が経済成長率に与える経済効果を

定性的に分析する。第4節では第3節での分析結果を踏まえ，経済政策的な

観点から経済効果の含意を述べつつ，全体のまとめを述べる。

2．モデル

　仲間（2011）のモデルに従う。人口成長を考慮せず，各世代の人口が1

に規定されるDiamond（1965）型の2期間世代重複モデルを用いる。若年

期にあたる’期’世代の個人は労働を非弾力的に供給し，労働所得ω，，遺産

∂，を得る。それらは消費Cl。貯蓄5。労働所得税支払額τ“z〃、相続税支払額

τわ∂、消費税支払額ちα、に充当される。そして老年期を迎えた（’＋1）期’世代

は貯蓄s，の元利合計（1＋プ，．1）∫，，（1人あたりの）賦課方式の公的年金給付を

A，＋1とすればA，＋1＝τう∂，、1，（1人あたりの）積立方式の公的年金給付をr，．1と

すればL．1ニ（1＋7f．1）τ。ω、を手にする。それらは消費02，．1，遺産δ，．1，消費税

支払額τ，c、，．1に等しい。なお鮎τ畠τ、は消費税率，相続税率，労働所得税率，

乃．1は（’＋1）期利子率である。以上から個人の予算制約式は，下の（1）と（2）

のとおり表される。

　　（1＋τ，）Cl，＝（1一τ。）”，＋（1一τ、）δ，－5，　　　　　　　　　（1）

　　（1＋τ，）02f＋1＝（1＋τ，＋1）sト∂，＋1＋r，＋1＋A，＋1　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
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　（’＋1）期’世代の個人は，相続税財源による賦課方式の公的年金給付を手

にし，さらに労働所得税財源による積立方式の公的年金給付も手にする。相

続税財源による賦課方式の公的年金政策に基づく（1人当りの）政府の予算

制約式は，（3）のとおりである。

　　A，．1＝τ∂∂，＋1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

一方，労働所得税財源による積立方式の公的年金政策に基づく（1人当りの）

政府の予算制約式は，（4）のとおり表せる。

　　r，＋1ニ（1＋7，．1）τ”zo，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）

さらに政府は’期において消費税収ち（c1，＋62，）を得るが，その消費税収は個

人の効用関数，企業の生産関数に影響を与えない政府支出畠として支出さ

れる。消費税財源の政府支出政策に基づく（1人当りの）政府の予算制約式

は（5）のとおり表される。

　　9，＝η（61、＋c2，）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）

　生産はCorneo　and　Jeanne（1997），　Bruno　and　Musso（2003）と同様の

資本の外部性を反映した内生的成長モデルを利用する。’期における各企業

の生産関数は，規模に関して収穫一定のコブ＝ダグラス型の生産関数卸二

、4潮1，｝一α（ただし0＜α＜1，そしてゴ＝1，2，…，〃）として表される。．んは物的資

本の外部性を反映している部分であり、4、＝ακレαである。’期において企業

’は物理的資本々。，若年期を迎えている個人の労働量1、，を利用して競争的に

同質な財ッ、，を生産している。なおκは’期において利用可能な物的資本の

　　　　　　　　り合計であり，κ一Σ嫌ある。各期において労働需要と労働供給は一致し，

　　　　　　　　F1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ各世代の人口は1で規定されているためΣん一1が成立する。以上から利潤

　　　　　　　　　　　　　　　　　　F1

最大化条件乃＝ααω，＝θ（1一α）κを得る。’期に生産される集計化された

財をKと表し，生産関数が規模に関して収穫一定であることに注意するな

らば，利潤最大化条件を用いることによって，集計化された’期の生産関数

としてy｝ニαK、を得る。

　資本市場では’期の貯蓄と労働所得税収が，（’＋1）期の資本蓄積（物的資
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本）に結びつく。財市場ではt期の労働所得，資本利得，資本蓄積が’期’

世代と’期（’－1）世代の消費，∫期の政府支出，（’＋1）期の資本蓄積に配分し

つくされる。以上から資本市場，財市場の均衡式は（6）と（7）のとおり

表される。

　　∫，＋τ”zo，＝1（｝＋1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）

　　clf＋c2，＋9｝＋1（｝＋1＝zo，＋（1＋ノつ1（｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

3．遺産動機と経済成長

　この節では4つの遺産動機（利他的遺産動機家父長型遺産動機，Family

Altruism，消費遺産動機）の下で，3つの政策（消費税重課の政府支出政策，

労働所得税重課による積立方式の公的年金政策，相続税重課による賦課方式

の公的年金政策）が経済成長率にもたらす経済効果を定性的に分析する。な

お分析に当たり，仲間（2011）で課した仮定とは異なる下の仮定1を課す。

仮定1

　効用最大化時に’世代の個人が選択する遺産∂，．1は，（’＋1）期（’＋1）世代

からの相続税財源による賦課方式の公的年金給付τ、∂，．1によって影響を受け

ない。効用最大化時に’世代の個人は，賦課方式の公的年金給付τ、δ，．1を考

慮せずに遣産∂田を選択する。また効用最大化時に’世代の個人は，労働所

得税財源による積立方式の公的年金給付によって，若年期に負担する労働所

得税が相殺されることを織り込まず，自身の効用を最大化する。

　仲間（2011）との大きな違いは，この仮定1にある。効用最大化時に個人

は今期の消費，来期の消費，遺産を選択する。その際，制約条件となる生涯

予算制約式に注意を払う必要があるからである。まず個人が若年期に負担す

る労働所得税は，老年期に積立方式の公的年金として給付される。しかも労

働所得税は市場利子率にしたがって運用されるため，個人貯蓄の代替に過ぎ

ない。そのため個人の生涯予算制約式上では，若年期に負担する労働所得税
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と老年期に給付される公的年金の現在価値は同値である。もし個人が十分に

合理的な個人ならば，自身の実質的な労働所得税負担はゼロであるものと認

識して行動する。しかし本論文では，個人が老年期に手にする労働所得税財

源による積立方式の公的年金給付によって，自身の労働所得税負担が相殺さ

れないことを認識しているものとする。また個人は，効用最大化時に選択す

る遺産に対し，相続税財源による賦課方式の公的年金給付が影響を与えない

ことも認識しているものとする。そのため効用最大化時に個人は，相続税引

き後の遺産から遺産を選択するのではなく，相続税財源による賦課方式の公

的年金給付を含まない遺産から遺産を選択するものと仮定する。

3－1．利他的遺産動機と家父長型遺産動機

　Barro（1974）の利他的遺産動機を反映したC1～R、4型の効用関数〃，は（8），

家父長型遺産動機を反映したα～1～24型の効用関数〃，は（9）のとおり表さ

れる。

炉
害≒’＋1峯ρ告’＋llρ1｝δ伽1　　（8）

　
嗜≒’＋11ρ告1＋1｝ρ1｝δ1告’　（9）

ただしθは相対的危険回避係数でありθ＞0，ρは主観的割引率でありρ＞0，

δは世代間割引率でありδ＞0をみたす。Ol，は’期’世代の消費，　c2，．1は（’＋1）

期’世代の消費，〃，．1は（’＋1）世代の厚生，Cl，．1は（’＋1）期（’＋1）世代の消費

である。（8）または（9）を目的関数，（1）と（2）に基づく生涯予算制

約式を制約式として，仮定1に注意して効用最大化問題を解く。すると個人

が利他的遺産動機，あるいは家父長型遺産動機のいずれを遺産動機としても

とうと，同一の最適条件（10）と（ll）を得る。

　　　　　　　　ユ　　　　　　　ユ　　c1，＝（1＋αα）一万（1＋ρ）万c2，＋1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ　　Ol，＝（1一τ、）一万（1＋㎎）一万（1＋ρ）万（1＋δ）万61，．1　　　　　　　（ll）
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　経済成長率をγ～≡01’＋1－Cl’と定義するならば㌧（ll）から経済成長率（12）

　　　　　　　　　　C1，

を得る。

ガー 淵1ボー1　　　　　（12）
　消費税重課の政府支出政策，労働所得税財源による積立方式の公的年金政

策が経済成長率に与える効果は（13）である。

　　亟一亟一〇　　　　　　　　　　（13）
　　4τ，　　　　4τ”

　相続税重課による賦課方式の公的年金政策が経済成長率に与える効果は

（14）である。

窪一一÷（h）－lr織誹・　　（14）

以上から下の命題1を得る。

命題1．利他的遺産動機，家父長型遺産動機と経済成長率

　個人が利他的遺産動機を反映した（8），あるいは家父長型遺産動機を反

映した（9）で表される効用関数をもち，仮定1の下で効用を最大化してい

る。企業は資本の外部性を反映した生産技術の下で生産をしている。この時，

個人の遺産動機が利他的遺産動機あるいは家父長型遺産動機のいずれでも，

消費税重課の政府支出政策，労働所得税重課による積立方式の公的年金政策

は経済成長率に影響を与えない。しかし相続税重課による賦課方式の公的年

金政策は経済成長率を阻害する。

　まず命題1での各経済効果の解釈を行うことにしよう。

　消費税重課の政府支出政策は，経済成長率に影響を与えない。この経済効

果の解釈は仲間（2011）と同様である。政府は比例税率の消費税を個人の効

用関数企業の生産に影響を与えない政府支出政策の財源として使うため，
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個人が’期，（’＋1）期において直面する消費税率は同率である。したがって

最適条件（10）と（ll）において消費税が相殺される。そのため消費税重課

の政府支出政策は，経済成長率に影響を与えないものと解釈される。

　労働所得税重課による積立方式の公的年金政策も経済成長率に影響を与え

ない。本論文では仮定1を課しているものの，人的資本を考慮していないた

め，労働供給が直接的に効用最大化問題に影響しない。したがって労働所得

税は最適条件に影響を与えず，労働所得税重課による積立方式の公的年金政

策が，経済成長率に影響を与えないものと解釈される。

　しかし仲間（2011）とは異なり，相続税重課による賦課方式による公的年

金政策は，経済成長率を阻害する。この理由は仮定1にある。効用最大化時

において個人は，生涯予算制約式より，相続税財源による賦課方式の公的年

金給付を含まない遺産う田から遺産∂，．1を選択する。そして個人は効用関数

のうち，（’＋1）期（∫＋1）世代の消費Cl，．1に含まれる相続税引き後の遺産（1

一 τ、）∂，．1から遺産∂，．1を選択する。そのため最適条件では相続税が相殺され

ず，相続税の重課は異時点間の消費を抑制する方向に働く。したがって相続

税重課の賦課方式による公的年金政策は，経済成長率を阻害するものと解釈

される。

　次に経済政策の観点から命題1を評価しよう。命題1は仲間（2011）での

命題1とは異なるものの，仲間（2011）と同様の経済政策上の問題を抱えて

いる。

　賦課方式の公的年金政策と積立方式の公的年金政策のうち，効率性の観点

からどちらが優れているかについては，様々な先行研究が存在する2）。特に

賦課方式の公的年金政策から積立方式の公的年金政策への移行過程を分析す

ることによって，積立方式の公的年金政策への移行がパレート改善であるか

否かを見極められるからである。本論文の場合，労働所得税財源による積立

方式の公的年金政策，相続税財源による賦課方式の公的年金政策といったよ

うに，用いる税財源が異なるため，両政策を比較することには無理がある。

2）その一例としてBreyer　and　Staub（1993），　Brunner（1996）などがある。
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ただし税財源は異なるものの，経済成長率に与える効果に注目するならば，

相続税重課による賦課方式の公的年金政策が望ましくないことは明らかであ

る。しかし労働所得税重課による積立方式の公的年金政策も，消費税重課の

政府支出政策と同様，経済成長率に影響を与えない。相続税重課による賦課

方式の公的年金政策と比較して，労働所得税重課による積立方式の公的年金

政策を積極的に評価する理由も見当たらないのである。政府が政策を通じて

経済成長率への寄与を考えるならば，本論文のモデルと政策の下においても，

経済成長率に寄与する経済政策の不在といった問題点に政府が直面する。

　また利他的遺産動機，家父長型遺産動機といった遺産動機の差異も仲間

（2011）と同様，問題ではない。個人が利他的遺産動機，家父長型遺産動機

のどちらをもとうと，本論文で扱っている3つの政策が経済成長率に与える

経済効果は同値だからである。個人の合理性という観点から利他的遺産動機，

家父長型遺産動機の両者を比較するならば，利他的遺産動機の場合，個人が

無限期間生存することと同じであるため，より長期を見通した個人として振

舞うことになる。一方，家父長型遺産動機の場合，個人の視野は自身の子世

代のみに限定されるため，利他的遺産動機での個人より近視眼的な個人とし

て振舞うことになる。しかし個人がより近視眼的であるか，そうでないかと

いった個人の違いは，本論文で扱っている3つの政策が経済成長率にもたら

す効果とまったく独立である。

3－2．Family　Altrulsmと経済成長

Family　Altruismを反映したCRA！1型の効用関数π，は，（15）のとおり表

される。

　
害≒’＋llρ告’＋11ρ11δ禦診’　（15）

　　　　　　　　　　1一τう　　　　1一τ躍
　　　　　　　鋤．1＋一∂，．1　　Ω＝
　　　　　　　　　　1＋τ，　　　　1＋τ，

このFamily　AltruismはLambrechL　Michel　and　Thibault（2006）らによる
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呼び方である。以下ではBertol乱Foellmi　and　Zweimnller（2006）での手法

を用い，Family　Altruismでの経済成長率を導出する。（15）を目的関数（1）

と（2）に基づく生涯予算制約式を制約式として，仮定1に注意して効用最

大化問題を解く。すると最適条件として（16）と（17）を得る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ
　　α、＝（1＋αo）　万（1＋ρ）万（1＋δ）万（1一笏）　万（1＋篇）　1［α（1一α）（1一砺）κ．1＋（1一砺）血．1］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）

　　　　　　　ユ　　　　　　　　　　　　‘2，＋1＝（1＋δ）万（1一τわ）一万（1＋τ』）－1［σ（1一α）（1一τル）1（」＋1＋（1一τδ）δ，＋1］　　（17）

（6）と（17）を（2）に代入することによって，下の（18）を得る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　－1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂，．1＝（1一τ、）一’1＋（1＋δ）万（1一τ、）一万Zlκ．1　　　　　　　（18）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　易＝1＋αo－o（1一α）（1一τ“）（1＋δ）万（1一τ、）一万

ただし以下の仮定2を課す。

仮定2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ　（18）のZの符号については，1＋α8＞o（1一α）（1一τ“）（1＋δ）万（1一τ、）一万す

なわちをZ＞0仮定する。

（18）より帳．」が容易に求めら礼その値は外生変数によって決定さ

れる。したがって（18）より下の（19）も成立する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　－1
　　　　　　　　　　　　ユ　　　　　　　　ユ　　∂，＝（1一τ∂）　11＋（1＋δ）万（1一τう）一万　　易1（｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）

（6），（16），（18），（19）を（1）に代入し，式を整理するならば，下の（20）

を得る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　筆’－1＋蜘（1一α）（1＋δ　　　Z2）万（’一の万　　　　（2・）

　　　　　　　　ユ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙＝1＋（1＋δ）万（1一τ、）一万1＋（1＋ρ）万（1＋㎎）一万｛1＋α（1－（1一α）τ。）｝＞0

そこで経済成長率温を（21）のとおり定義するならば，（20）よりFamily
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Altruismにおける経済成長率として（22）を得る。

　　2＿κ・一κ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）　　γκ＝
　　　　　κ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ
　　、＿1＋α＋τ認（1一α）（1＋δ）万（1一砺）一万
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一1　　　　　　　　　　（22）　　γκ一

（22）よりFamily　Altruismでの経済成長率は消費税率から独立である一方，

労働所得税率と相続税率から影響を受ける。

　　墾＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）
　　4τ，

ぺ（1一α）（1＋δ）÷（1一の→［1＋（1＋δ）渉（h）弔

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）
　　4τ・　　　　　　　　　　　z3

4γ長　　θ

4τう

⊥（1＋δ）渉（1－，、）一÷－1［1＋。｛1－（1－。）勧）｝］乙

（25）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ乙＝1＋（1＋α）（1＋ρ）万（1＋αθ）一万＞0

以上から下の命題2を得る。

命題2．Family　Altruismと経済成長率

　個人がFamily　Altruismを反映した（15）で表されている効用関数を持ち，

仮定1の下で効用を最大化している。企業は資本の外部性を反映した生産技

術の下で生産をしている。この時，消費税重課の政府支出政策は経済成長率

に影響を与えない。労働所得税重課による積立方式の公的年金政策は，経済

成長率を増加させる。相続税重課による賦課方式の公的年金政策は，経済成

長率を減少させる。

　Family　Altruismにおいては，先の利他的遺産動機家父長型遺産動機で

の命題1と同様消費税重課による政府支出政策のみが経済成長率に影響を
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与えず，相続税重課による賦課方式の公的年金政策が経済成長率を阻害する。

その主だった理由は仲間（2011）でも指摘したように効用関数（15）は，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1一θ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　61，．1＋一＆．1　－1
　　　　　　　　　1　cl認一l　　l　　l　　　l＋ち　　　　cl，一θ一1

　　炉1一θ＋1＋ρ1一θ＋1＋ρ1＋δ　　1一θ

と書き直せるからである。言うまでもなく上の効用関数は，家父長型遺

産動機での効用関数を派生させたものに他ならない。したがってFamily

Altruismにおける消費税重課による政府支出政策，相続税重課による賦課

方式の公的年金政策が経済成長率に与える効果は，先の命題1とパラレルな

のである。

　なおFamily　Altruismでは，労働所得税重課による積立方式の公的年金政

策が経済成長率に影響を与える。確かに仮定1より若年期における労働所得

税負担は，労働所得税財源による積立方式の公的年金給付によって相殺され

ない。しかし本論文では人的資本を明示していないため，効用最大化問題で

労働所得税が直接の影響を与える人的資本が選択されることはない。一方，

効用関数（15）の子世代の可処分所得には，労働所得税（労働所得税財源

による積立方式の公的年金保険料）τ。ω，．1が外部性のごとく入っている。した

がって最適条件において，効用関数（15）に含まれる労働所得税τ。z〃，．1が積

立方式の公的年金政策財源として機能するため，Family　Altruismでは，労

働所得税重課による積立方式の公的年金政策が，資本蓄積で表した経済成長

率を高めるものと解釈される。

　Family　Altruismにおける経済政策上の含意については，先の利他的遺産

動機や家父長型遺産動機とは異なる含意を導き出せる。まず各政策の経済効

果の比較が可能となる。経済成長率に与える経済効果を考慮するならば，労

働所得税重課による積立方式の公的年金政策の実施が望ましく，消費税重課

の政府支出政策については，政府がその政策を実施しようとしまいとどちら

でもよい。そして政府は相続税重課による賦課方式の公的年金政策の実施を
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避けるべきである。次に公的年金政策と経済成長率の観点からは，積立方式

の公的年金政策が，賦課方式の公的年金政策よりも望ましい。先の節でも言

及したとおり，利他的遺産動機及び家父長型遺産動機では，経済成長率の観

点から積立方式の公的年金政策が望ましいか，それとも賦課方式の公的年金

政策が望ましいかといった問に対して，明確な解答を与えられなかった。し

かしFamily　Altruismの下では，経済成長率に与える経済効果の観点から，

賦課方式の公的年金政策に対する積立方式の公的年金政策の優位性が明確と

なる。

3－3．消費遣産動機と経済成長

　Yaari（1964）による消費遺産動機を反映したC1～1～24型の効用関数〃、は，

（26）のとおり表される。

　
等≒1＋11ρ竿渉1＋11ρδ告1　　（26）

この消費遺産動機においては，’世代の個人が遺産∂，．1そのものから効用を

得るため，遺産の規模そのものが重要となる。前節と同様Bertoh　Foellmi

and　ZweimUller（2006）での手法を用い，消費遺産動機での経済成長率を導

出する。（26）を目的関数，（1）と（2）に基づく生涯予算制約式を制約式

として，仮定1に注意して効用最大化問題を解く。すると最適条件として（27）

と　（28）を得る。

　　　　　　　ユ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　01、＝（1＋ρ）一万（1＋αα）一万（1＋τ』）一万∂，＋1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（27）

　　　　　　　　　　　o、，．1＝（1＋τ、）　万∂，．1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）

Family　Altruismでの分析と同様　（6）と（28）を（2）に代入することによっ

て，下の（29）を得る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂，＋1＝（1一τう）－1（1＋αごz）　1＋（1＋τ』）1一万（1一砺）d　　1（｝＋1　　　　　　　　　　　　　（29）

（29）より＠嵐渉容易に求め猟その値は外生変数によって決定される・

したがって（29）より，下の（30）も成立する。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂，＝（1一τδ）　1（1＋αOl）　1＋（1＋τ』）1一万（1一τゐ）－1　1（｝　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）

（6），（27），（29），（30）を（1）に代入し，式を整理すると（31）を得る。

　　　　　　　　　　　　　　　　ユ　　＆1－1＋・＋・（1－・）（1＋ち）1一万（1－・・）　’　　　　（31）

　　κ

　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙二1＋（1＋τ，）卜万（1一τ、）－11＋（1＋ρ）万（1＋囎）’一万＞0

経済成長率を（32）のように盛と定義するならば，（32）より消費遺産動機

での経済成長率（33）を得る。

　　3＿κ・1一κ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）　　γκ＝
　　　　　K，

　　　　　　　　　　　　　　ユ　　，＿1＋θ＋θ（1一α）（1＋τ，）卜万（1一τ・）一’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－1　　　　　　　　　　（33）　　γκ一

　消費遺産動機での経済成長率（33）は消費税率，相続税率の両方から影響

を受ける。しかし（35）でも示しているとおり，労働所得税重課による積立

方式の公的年金政策は，経済成長率に影響を与えない。消費税重課による政

府支出政策が経済成長率に与える効果は（34），相続税重課による賦課方式

の公的年金政策が経済成長率に与える効果は（36）のとおり得られる。

窪一漏一1（1＋の→（1一沸切）1＋（1匂）（1＋ρ）去（1＋昴（34）

奮一・　　　　　　　　　　（35）

誓一一（1＋篇）1－÷（1－，、γ・（1＋αα）1＋（1＋・）（1＋ρ）去（1＋が　（36）

命題3．消費遺産動機と経済成長率

　個人が消費遺産動機を反映した（26）で表されている効用関数をもち，仮

定1の下で効用を最大化している。企業は資本の外部性を反映した生産技術
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の下で生産をしている。この時，労働所得税重課による積立方式の公的年金

政策は，経済成長率に影響を与えない。そして相続税重課による賦課方式の

公的年金政策は，経済成長率を阻害する。しかし相対的危険回避係数が1よ

り小さいならば（大きいならば），消費税重課の政府支出政策は経済成長率

を増加（減少）させる。そして相対的危険回避係数が1ならば，消費税重課

の政府支出政策は経済成長率に影響を与えない。

　仮定1の下では，利他的遺産動機，家父長型遺産動機，Family　Altruism，

消費遺産動機のいずれであれ，相続税財源による賦課方式の公的年金政策は，

経済成長率に寄与しない政策として機能する。次に労働所得税重課による積

立方式の公的年金政策についてである。消費遺産動機の下では，利他的遺産

動機や家父長型遺産動機の結果と同様労働所得税重課による積立方式の公

的年金政策は経済成長率に影響を与えない。この理由もシンプルである。仮

定1より若年期における労働所得税負担は，労働所得税財源による積立方式

の公的年金給付によって相殺されない。しかし本論文では人的資本を考慮し

ないため，効用最大化問題で労働供給が選択されることがなく，労働所得税

重課による積立方式の公的年金政策は経済成長率と独立となるのである。さ

らに消費遺産動機でも，経済成長率に与える経済効果の観点から，相続税重

課による賦課方式の公的年金政策が望ましくない。しかし労働所得税重課に

よる積立方式の公的年金政策が，必ずしも望ましいと断言できない状態に陥

るのである。

　最後に利他的遺産動機，家父長型遺産動機，Family　Altruismの場合と異

なり，相対的危険回避係数が1以外の時，消費税重課の政府支出政策は経済

成長率に影響を与える。相対的危険回避係数が1より小さい場合，個人は今

期の消費よりも来期の消費を選好する。また個人は消費遺産動機をもってい

る。もちろん消費税重課の公的年金政策は今期だけではなく，来期の消費税

負担を高める。個人は来期の消費と消費税負担，遺産形成のために貯蓄を高

める。したがって相対的危険回避係数が1より小さい場合，消費税重課の政
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府支出政策は資本蓄積で表した経済成長率を高めるものと解釈される。逆に

相対的危険回避係数が1より大きい場合，個人は来期の消費よりも今期の消

費を選好する。個人は消費遺産動機をもち，来期の消費税負担も高まるもの

の，消費税重課の政府支出政策によって今期の消費と消費税負担も高まり，

来期の遺産形成のために貯蓄が十分できない状態にあるものと考えられる。

したがって相対的危険回避係数1より大きい場合，消費税重課の政府支出政

策は資本蓄積で表した経済成長率を阻害するものと解釈される。そして相対

的危険回避係数がちょうど1の時，貯蓄を高めようとする効果と貯蓄が阻害

される効果が相殺されるため，消費税重課の政府支出政策は経済成長率に影

響を与えないものと解釈される。

　なお仲間（2011）と異なり，相続税重課による賦課方式の公的年金政策が

経済成長率に与える経済効果，消費税重課の政府支出政策が経済成長率に与

える経済効果の両者はパラレルではない。特に経済成長率への効果という点

から，相対的危険回避係数が1より小さい場合，消費税重課の政府支出政策

は，労働所得税重課による積立方式の公的年金政策，相続税重課による賦課

方式の公的年金政策よりも望ましい。これは効用関数や生産関数に影響を与

えない政府支出でも経済成長率に寄与する一例となる。しかし消費遺産動機

が成立する経済において，政府は手放しに消費税重課の政府支出政策を実行

するわけにはゆかない。消費税重課の政府支出政策を実行するためには，ま

ず相対的危険回避係数の大きさを確認する必要がある。相対的危険回避係数

の大きさによっては，政府が消費税重課の政府支出政策を実施できない場合

も生じうる。したがって消費遺産動機が成立する経済において，常に消費税

財源による政府支出政策が，労働所得税財源による積立方式の公的年金政

策，相続税財源による賦課方式の公的年金政策よりも望ましいとは断言でき

ない。

4．終わりに

　本論文では利他的遺産動機 家父長型遺産動機Family　Altruism，消費
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遺産動機といった4つの異なる遺産動機を採用し，消費税重課の政府支出政

策，労働所得税重課による積立方式の公的年金政策，相続税重課による賦課

方式の公的年金政策といった3つの政策が，経済成長率にもたらす経済効果

を仮定1に基づき定性的に分析した。得られた帰結は，下の表1のとおりま

とめられる。

　まず遺産動機の差異にかかわらず，経済成長率にもたらす影響の観点から，

政府は相続税重課による賦課方式の公的年金政策を行うべきではない。この

帰結はIhori（1994a），賦課方式の公的年金政策が経済成長率に対して負の

影響を与えるといったSaint－Paul（1992）の帰結と符合する。資産課税であ

り所得再分配的要素の強い相続税を，公的世代間移転政策である賦課方式の

公的年金政策財源として利用することは，経済成長率の観点から望ましくな

いといった政策の失敗を招くからである。伝統的な財政の役割の1つに景気

安定化機能がある。マクロ経済政策を実施する政府の正当性が景気安定化機

能から引き出されるが，少なくとも本論文のモデルの下では，相続税重課に

よる賦課方式の公的年金政策に景気安定化機能，マクロ経済政策としての役

割を期待できない。

　次に公的年金政策の財政方式のうち，積立方式あるいは賦課方式のどちら

が経済成長率に対して望ましい財政方式であるかについても，一意な解答を

与えられない。なぜならば利他的遺産動機家父長型遺産動機，消費遺産動

機においては，相続税重課による賦課方式の公的年金政策が経済成長率を阻

害する。しかし労働所得税重課による積立方式の公的年金政策は経済成長率

と独立であるため，経済成長率に対して労働所得税財源による積立方式の公

的年金政策が望ましいとは必ずしも断言できないからである。相続税重課に

よる賦課方式の公的年金政策に比べ，労働所得税重課による積立方式の公的

年金政策が望ましい場合は，本論文のモデルの下ではFamily　Altruismに限

定される。遺産動機を考慮するならば，賦課方式の公的年金政策よりも，積

立方式の公的年金政策が経済成長率に寄与する局面は限定されるのである。

　それでは消費税重課の政府支出政策は，どの程度経済成長率に寄与する
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か？消費税重課の政府支出政策が経済成長率に対して有効な場合も限定され

る。消費異遺産動機かつ相対的危険回避係数が1より小さい経済でのみ，消

費税重課の政府支出政策は経済成長率に寄与するからである。

　どのような遺産動機が経済において成立しているか（優勢であるか）といっ

たことを，政府があらかじめ把握できるならば，経済成長率を高めるために，

どのような政策が利用可能であるかがわかる。しかし利他的遺産動機家

父長型遺産動機においては，政府にとって利用可能な政策がない。Family

Altruismにおいては，労働所得税財源による積立方式の公的年金政策のみし

か選択できない。消費異遺産動機においては消費税財源の政府支出政策，た

だし相対的危険回避係数が1より小さい場合に限られる。したがって本論文

のモデル環境，遺産動機と政策の下では仲間（2011）と同様，政策選択の困

難さに政府が直面するのである。政策を通じて経済成長率を高めるといった

景気安定化機能の難しさが露呈する。本論文のモデル環境の下において，も

し政府が政策をもって経済成長率にプラスの効果を与えようと試みるのなら

ば，本論文で扱った税財源以外の税を財源とする新たな政策を模索する必要

性が大いに高まるのである。

表1

　消費税重課の政府
支出政策

　労働所得税重課に
よる積立方式の公的
年金政策

　相続税重課による
賦課方式の公的年金
政策

利他的遺産動機

家父長型遺産動機
　経済成長率に影響
を与えない

　経済成長率に影響
を与えない

　経済成長率を阻害
する

Family　Altrulsm 　経済成長率に影響
を与えない

　経済成長率を増加
させる

　経済成長率を阻害
する

消費遺産動機 　相対的危険回避係
数1より小さい（大
きい）ならば，経済
成長率を増加（減少）

させる。

　相対的危険回避係
数1ならば，経済成
長率に影響を与えな
い。

　経済成長率に影響
を与えない

　経済成長率を阻害
する
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